
令和 6 年 2 月

令和 6 年度 　　　～　　令和 15 年度

１．事業概要

（１）

37 人

（２） 使　用　料　体　系

使用料区分

　　　　　　（円／㎡・日） ％ ％

一般使用（円／㎡・日） ％ ％

専用使用（円／㎡・月） ％ ％

一般使用（円／㎡・日） ％ ％

専用使用（円／㎡・月） ％ ％

　　　　　　（円／㎡・日） ％ ％

　　　　　　（円／㎡・月） ％ ％

一般使用・外航船
　　　　　　　（円／㎥） ％ ％

一般使用・その他船舶
　　　　　　　（円／㎥） ％ ％

専用使用（円／基・年） ％ ％

給 水 施 設

100.0

荷 捌 地
( ) 内 は 舗 装

野 積 場
( ) 内 は 舗 装

その他

470.0　円 

4.2 (5.25)　円 

4.2 (5.25)　円 

100.0

港湾施
設用地

上　屋

102.8 （102.8）

102.8 （102.8）

102.8

88.0 (110.0)　円 86.0  (108.0)　円 

101.8 （101.8）

101.8 （101.8）

507.0　円 

101.8

施 設 区 分 (1)

法 適 （ 全 部 適 用 ・ 一 部 適 用 ）
非 適 の 区 分

民 間 活 用 の 状 況

前々回(c)

(H9年改正)

職 員 数

非適

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

事業開始年月日

港 湾 区 分
（ 重 要 港 湾 等 ）

102.3 （101.8）

105.0

101.8

101.9

改定率

(a/b)%

101.8

現行（a） 改定率

100.0　円 

5.25　円 

570.0　円 

(b/c)%

22.0　円 

84.0 (105.0)　円 102.3 （102.8）

100.0

102.8

102.8

100.0

100.0

493.0　円 102.8

23,690　円 

三重県港湾整備事業経営戦略

　各施設の整備に要した費用の減価償却費や維持補修に要する費用、また物価上昇（消費者物価指数)を基に、
他港湾の使用料と比較し、均衡がとれる額を算定している。

使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

事　業　形　態

団 体 名 ： 三重県

事 業 名 ： 港湾整備事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

昭和51年4月1日

重 要 港 湾 （津松阪港・尾鷲港）
地方港湾（桑名港ほか１６港 ※）

※　桑名港、千代崎港、白子港、宇治山田港、鳥羽港、的矢港、賢島港、浜島港、五ケ所港、吉津港、長島港、引本港、三木里港、賀田港、二木島港、木本港、鵜殿港

　　　　　　―

　　　　　　―

　　　　　　―

(Ｈ31年改正)

4.4  (5.5)　円

4.4  (5.5)　円

前回(b)

(H26年改正)

4.32  (5.4)　円 

4.32  (5.4)　円 

23.1　円

597.0　円

22.0　円 

586.0　円 

5.5　円 5.4　円 

100.0　円 100.0　円 

470.0　円 470.0　円 

24,817　円 24,366　円 

517.0　円



使用料区分

20トンクレーン
（円／基・月） ％

県有船（ぬのびき）
（円／基・月） ％

（３） 現在の経営状況

　　　  t

            人

         円

         ％

         ％

         ％

         ％

         ％

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

（ 津 松 阪 港 、 尾 鷲 港 に つ い て 算 出 ）

年 間 船 舶 乗 降 旅 客 数
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

年 間 取 扱 貨 物 量
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

年 間 使 用 料 収 入 額
（ 税 込 み ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

101.7

％

　R３

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　「収益的収支比率」は単年度の収支が黒字であることを示す100％前後を示しているものの、一般会計からの繰入金の依存度が大きい。要因として支出のうち地
方債償還金が占める割合が大きいことが挙げられるが、償還計画に従った返済を行うことにより、繰入金の割合は大きく減少する見込みである。

　有形固定資産減価償却率が８０％を超えてきており、長寿命化計画に基づいた施設の維持修繕による老朽化対策が必要である。

　R４

　R４

　R４　R２

　R4

　　　― 

― 

― 

前々回(c) 改定率

　R３

　R２

　R４

　R３

          人　R４

      t　　  t

　　　　人

101.6

　R３

現行（a） 前回(b)

(Ｈ31年改正)

60,000　円 

％

　R２

　R２

　R２

　R３

　R３

　R３

　R３

％

％

％

％

％

％

　R２

　R２

　R２

港 湾 設 備 等

施 設 区 分 (2)

(a/b)%

改定率

　R４

(b/c)%― 

　　　― 356,000　円

61,000　円

350,000　円 

(Ｈ21年改正)

　R4
経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

円

％

％

企 業 債 残 高 対
料 金 収 入 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

円

津松阪港 42,270,448

尾鷲港 7,743,819

他17港 19,993,734

津松阪港 43,494,760

尾鷲港 7,457,772

他17港 19,169,952

津松阪港 44,109,714

尾鷲港 6,539,490

他17港 17,939,948

89.8 104.1 95.9

40.4 42.4 42.8

32.6 45.0 37.2

1,196.7 954.0 752.9

津松阪港 1,723,253

尾鷲港 183,262

他17港 3,221,436

津松阪港 1,517,263

尾鷲港 87,029

他17港 3,446,235

津松阪港 1,533,043

尾鷲港 123,463

他17港 3,575,242

津松阪港 72,815

尾鷲港 －

他17港 1,247,737

津松阪港 3,948

尾鷲港 －

他17港 1,101,188

津松阪港 67,768

尾鷲港 －

他17港 1,315,846

79.3 80.3 81.3



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

使用料収入の見通し

組織の見通し

施設の見通し

取扱貨物量等の見通し

　取り扱い数量における経年変化に大きな傾向は見られないため、基準を過去３年と同程度としたうえで、三重県の総合計画（強じんな美し国ビジョンみえ）におけ
る人口の将来推計を勘案した数量を見込む。

　津松阪港松阪港区には港湾管理に特化した管理分所を設置するなど、港湾事務の効率的運営を行っている。
　なお、今後の港湾業務を遂行するにあたり組織形態に変化はなく、人員数において大きな増減はないと見込まれる。

　使用料収入における経年変化に大きな傾向は見られないため、基準を過去３年と同程度としたうえで、三重県の総合計画（強じんな美し国ビジョンみえ）における
人口の将来推計を勘案した数量を見込む。
　なお、使用料収入の多くを上屋の使用料に依存しているため、設備の修繕を適宜行い、施設利用を促進し安定した収入の確保を図っていく。

　大幅な施設改修の予定はないが、上屋をはじめ各施設が老朽化しているため、長寿命化計画に基づいた計画的な維持修繕が必要である。

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５

津松阪港 1,723,253 1,517,263 1,533,043 1,580,525 1,569,936 1,559,417 1,547,410 1,535,495 1,523,671 1,511,939 1,500,297 1,486,795 1,473,413 1,460,153

尾鷲港 183,262 87,029 123,463 130,372 129,498 128,631 127,640 126,658 125,682 124,715 123,754 122,640 121,537 120,443

その他 3,221,436 3,446,235 3,575,242 3,391,428 3,368,706 3,346,136 3,320,370 3,294,803 3,269,434 3,244,259 3,219,278 3,190,305 3,161,592 3,133,138

計 5,127,951 5,050,527 5,231,748 5,102,326 5,068,140 5,034,184 4,995,420 4,956,956 4,918,787 4,880,913 4,843,330 4,799,740 4,756,542 4,713,733

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

単
位

：
ト

ン

取扱貨物量の見通し

津松阪港 尾鷲港 その他 計

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５

津松阪港 44,110 43,495 42,270 43,292 43,002 42,713 42,385 42,058 41,734 41,413 41,094 40,724 40,358 39,995

尾鷲港 6,539 7,458 7,744 7,247 7,198 7,150 7,095 7,041 6,986 6,933 6,879 6,817 6,756 6,695

その他 17,940 19,170 19,994 19,035 18,907 18,780 18,636 18,492 18,350 18,209 18,068 17,906 17,745 17,585

計 68,589 70,122 70,008 69,573 69,107 68,644 68,115 67,591 67,071 66,554 66,042 65,447 64,858 64,275

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

単
位

：
千

円

使用料収入の見通し

津松阪港 尾鷲港 その他 計



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

民 間 活 用 　当面、民間活用の予定はない。

　投資以外の経費の主なものは、光熱水費と県債償還利子である。なお、職員給与費の計上はない。

　港湾利用者の需要に応じた港湾機能の高度化を図る。
　長寿命化計画に基づき老朽化対策を推進し、適切な維持管理に努める。

　
・脱炭素化や船舶の大型化への対応
・上屋、荷役設備（テルハクレーン）及び巡視用船舶の保守修繕

　港湾施設の適正な維持管理を行い、安定した港湾事業経営による使用料収入の確保に努め、一般会計からの
繰入金の抑制を図る。

　港湾施設使用料による収入を財源としているが、償還金の支払いにおいて市町償還負担金による収入でも不足する分については、一般会計からの繰入金に
よっている。そのため、港湾施設の老朽化の状況に応じて必要となる機能維持のための修繕を、優先度の高いものから計画的に実施していく。

②　収支計画のうち財源についての説明

投 資 の 平 準 化
　老朽化が進む施設の耐用年数を考え、長寿命化計画に基づいて港湾施設の老朽化対策を行うことで、平準化
した投資に努める必要がある。

そ の 他 の 取 組 　　　　　　　　　　　―

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

目 標

　三重県の総合計画である「強じんな美し国ビジョン三重」及び「みえ元気プラン」の方針に基づいている。

・県民の日々の暮らしを支えるとともに、地域の経済活動を活性化し、地域の活力を生み出す基盤となる港湾の整備を図る。
・岸壁や航路等の着実な維持管理により安全な利用を確保する。
・県管理港湾は老朽化が進行するとともに、近年、尾鷲港をはじめ取扱貨物量が減少傾向にある。このため、港湾の背後地に集積する企業や市町等と連携し、地
域産品の輸送、観光・レジャーを通じた交流人口の拡大など、地域が元気になる取組を支援する必要がある。



②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

委 託 料
　保安点検業務や保安管理業務に関する委託業務は、対象となる施設の範囲や頻度を十分に検討したうえで行
う。

そ の 他 の 取 組 　　　　　　　　　　　―

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

　未利用施設等については、価値判断を行ったうえで売却等の処分を行う。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、本経営戦略の進捗について事後検証を行い、決算を収支計画に反映させる。
　また、定期的に他計画との整合を確認し、必要な改定や修正を適宜行っていく。

使 用 料
　施設の利用状況を鑑み、他港湾との均衡をとった料金設定とする。
　また、一部の使用料は道路、河川、海岸等の占用料に準拠する。

企 業 債 　港湾整備の計画に合わせて、企業債の活用を検討する。

管 理 運 営 費 　施設の長寿命化に必要となる費用を計上するにあたり、その経費が適切な額となるよう費用節減に取り組む。

職 員 給 与 費 　　　　　　　　　　　―

そ の 他 の 取 組 　　　　　　　　　　　―

繰 入 金

　起債償還金に充てる収入が不足しているため、令和8年度まで一般会計からの繰入金が必要となるが、以降は
その必要はなくなる見込みである。

55,380

67,606

60,826 61,399

33,415

19,396 17,532

0 0 0 0 0 0 0
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15

金
額(

千
円)

他会計繰入金（見込み）



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決算
見込

（見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込）

1 (A) 72,085 79,412 72,055 71,189 70,305 69,498 68,669 67,873 67,180 66,593 66,041 65,447 64,858 64,274

（１） (B) 68,589 70,122 70,008 69,573 69,107 68,644 68,115 67,591 67,070 66,554 66,041 65,447 64,858 64,274

ア 68,589 70,122 70,008 69,573 69,107 68,644 68,115 67,591 67,070 66,554 66,041 65,447 64,858 64,274

イ (C)

ウ

（２） 3,496 9,290 2,047 1,616 1,198 854 554 282 110 39

ア 6,802

イ 3,496 2,488 2,047 1,616 1,198 854 554 282 110 39

２ (D) 30,800 26,256 31,990 23,136 22,656 20,746 19,159 17,711 16,765 16,322 16,041 15,942 15,843 15,745

（１） 12,218 7,509 15,199 9,812 11,564 11,487 11,398 11,310 11,223 11,137 11,051 10,952 10,853 10,755

ア

イ 12,218 7,509 15,199 9,812 11,564 11,487 11,398 11,310 11,223 11,137 11,051 10,952 10,853 10,755

（２） 18,582 18,747 16,791 13,324 11,092 9,259 7,761 6,401 5,542 5,185 4,990 4,990 4,990 4,990

ア 15,449 13,047 10,654 8,334 6,102 4,269 2,771 1,411 552 195

イ 3,133 5,700 6,137 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990

３ (E) 41,285 53,156 40,065 48,053 47,649 48,752 49,510 50,161 50,415 50,271 50,000 49,505 49,015 48,529

1 (F) 80,560 92,768 84,957 85,961 53,180 36,433 34,293 11,940 4,575 3,054

（１）

（２） 55,380 67,606 60,826 61,399 33,415 19,396 17,532

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 25,180 25,162 24,131 24,562 19,765 17,037 16,761 11,940 4,575 3,054

２ (G) 139,093 139,190 131,680 131,259 107,417 85,185 83,803 59,698 22,873 15,270

（１）

（２） (H) 139,093 139,190 131,680 131,259 107,417 85,185 83,803 59,698 22,873 15,270

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 58,533 △ 46,422 △ 46,723 △ 45,298 △ 54,237 △ 48,752 △ 49,510 △ 47,758 △ 18,298 △ 12,216

(J) △ 17,248 6,734 △ 6,658 2,755 △ 6,588 0 0 2,403 32,117 38,055 50,000 49,505 49,015 48,529

(K)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決算
見込

（見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込）

(L) 21,004 3,757 10,491 3,833 6,588 △ 0 0 0 2,404 34,521 72,576 122,577 172,082 221,097

(M)

(N) 3,756 10,491 3,833 6,588 △ 0 0 0 2,404 34,521 72,576 122,577 172,082 221,097 269,626

(O)

(P) 3,756 10,491 3,833 6,588 △ 0 0 0 2,404 34,521 72,576 122,577 172,082 221,097 269,626

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 68,589 70,122 70,008 69,573 69,107 68,644 68,115 67,591 67,070 66,554 66,041 65,447 64,858 64,274

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 823,710 671,473 529,138 389,546 276,027 186,573 99,998 38,890 15,465

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

区 分 （決算） （決算） （決算）
決算
見込

（見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込） （見込）

6,802

6,802

55,380 67,606 60,826 61,399 33,415 19,396 17,532

55,380 67,606 60,826 61,399 33,415 19,396 17,532
55,380 74,408 60,826 61,399 33,415 19,396 17,532

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

412% 408%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

44% 46% 54% 66% 67% 88% 411% 409%収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 42% 48%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

169% 211%

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

前年度からの繰越金


